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第4章　安全で良好な生活環境の確保

第 1 節　環境の現状 

⑴　大気環境の監視体制
○　大気汚染常時監視システム

環境対策課

　「大気汚染防止法」（昭和43年法律第97号）第
22条の規定に基づき、県内の大気環境基準の適
合状況や高濃度汚染の把握のため、国や仙台市と
ともに大気汚染の常時監視を行っています。令和
元度末現在で、一般環境大気測定局（以下「一般
局」という。）29局、自動車排出ガス測定局（以
下「自排局」という。）9局、特定項目測定局1局、
大規模発生源監視局11局において、二酸化硫黄、
光化学オキシダントなどの大気汚染物質を自動測

定しています。その結果はテレメータシステムに
より保健環境センターに送信され、24時間常時
監視するとともに、WEB上にリアルタイムで公
表しています。
○　工場等発生源の監視� 環境対策課
　特に県の大気環境に影響を及ぼす恐れのある大
規模工場11工場については、「宮城県大規模発生
源常時監視要綱」に基づき、燃料使用量、二酸化
硫黄濃度、窒素酸化物濃度等の連続測定データを
保健環境センターがテレメートし、常時監視して
います。 

1　大気環境の現状　 

※令和元年12月に、石巻局を石巻市役所蛇田支所から石巻市立青葉中学校へ移設
▲図 3-4-1-1　宮城県内の大気汚染常時監視測定局等
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○　環境基準の達成状況� 環境対策課
　令和元年度の二酸化硫黄、一酸化炭素、二酸化
窒素、浮遊粒子状物質については、全測定局で環
境基準を達成しました。光化学オキシダントにつ
いては、全測定局で環境基準を未達成でした。 
　また、微小粒子状物質については、有効測定時

間を満たした全測定局で「長期基準」及び「短期
基準」を達成しました。
　有害大気汚染物質（ベンゼン等4物質）につい
ては、すべての測定地点で環境基準を達成しまし
た。

物　　質

評価方法

  
  測 定 局

二酸化硫黄 
SO2

一酸化炭素 
CO

浮遊粒子状物質 
SPM

光化学 
オキシダント 

Ox
二酸化窒素 

NO2

微小粒子状物質 
PM2.5

(2) 
長期的 
評　価 

日平均値の
2%除外値

(3) 
短期的 
評　価

(2) 
長期的 
評　価 

日平均値の
2%除外値

(3) 
短期的 
評　価

(2) 
長期的 
評　価 

日平均値の
2%除外値

(3) 
短期的 
評　価

(4) (5) 
日平均値の98%値

(2) 
長期的評価

上限値 
0.06ppm

下限値 
0.04ppm

(6) 
短期基準に
関する評価

(7) 
長期基準に
関する評価

   
一般環境
大　　気
測 定 局

 測　定　局   12 12 1 1 27 27 27 26 26 23 23
　 達　成　局※ 11 12 1 1 26 27 0 25 25 21 21

ー ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／
有効測定局(1) 11 12 1 1 26 27 27 25 25 21 21
達成率(%) 100 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 

   
自 動 車
排出ガス
測 定 局

 測　定　局 1 1 3 3 9 9 ／ 9 9 4 4
 達　成　局 1 1 3 3 9 9 ／ 9 9 4 4

ー ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／
有効測定局 1 1 3 3 9 9 ／ 9 9 4 4
達成率(%) 100 100 100 100 100 100 ／ 100 100 100 100 

   
   
計

 測　定　局 13 13 4 4 36 36 27 35 35 27 27
 達　成　局 12 13 4 4 35 36 0 34 34 25 25

ー ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／
有効測定局 12 13 4 4 35 36 27 34 34 25 25
 達成率(%) 100 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 

(1) 有効測定局：有効測定時間が6,000時間以上の測定局をいう。（光化学オキシダント、短期的評価は除く。）
(2) �長期的評価：�測定値の１時間値の１日分の平均値についての１年分のデータから、値の高い方から２％の範囲にあるものを除外し、その中で最高となっ

た値を基準と照らし評価するもの。（１日平均値が２日以上連続して基準を超過する場合は環境基準不適合と判断。）
(3) 短期的評価：測定値の日平均値及び１時間値又は８時間の１年分の全データを、基準と照らし評価するもの。
(4) 光化学オキシダントの評価：５時～20時までの昼間の１時間値の１年分の全データを基準と照らして評価するもの。
(5) �98％値評価：�測定値の１時間値の１日分の平均値についての１年分のデータから、値の低い方から98％の範囲内にあるデータの中の最高となった値

を基準と照らし 評価するもの。
(6)短期基準に関する評価：測定結果の1日平均値についての98%評価値と、短期基準（1日平均値）35μg/m3と比較し評価するもの。
(7)長期基準に関する評価：測定結果の1年平均値を長期基準（1年平均値）15μg/m3と比較し評価するもの。				  
※石巻市役所蛇田支所の老朽化に伴い、石巻局を蛇田支所から石巻市立青葉中学校（石巻西局）に移設した。どちらの局も有効測定日数を満たさなかった。

▼表3-4-1-1　令和元年度大気汚染に係る環境基準達成状況（1）

地域分類 実施主体 測定地点 調査対象 
物質数

測定結果

ベンゼン トリクロロ 
エチレン

テトラクロロ 
エチレン ジクロロメタン

環境基準 
3μg/m3

達成 
状況

環境基準 
130μg/

m3

達成 
状況

環境基準 
200μg/

m3

達成 
状況

環境基準 
150μg/m3

達成 
状況

一般環境

環境省 1 国設箟岳局 21 0.34 ○ 0.017 ○ 0.009 ○ 0.61 ○
宮城県 2 大河原合同庁舎 21 0.60 ○ 0.140 ○ 0.090 ○ 0.70 ○
宮城県 3 塩釜測定局（塩竈市役所） 21 0.68 ○ 0.014 ○ 0.047 ○ 1.3 ○
仙台市 4 榴岡測定局（榴岡公園） 21 0.43 ○ 0.030 ○ 0.032 ○ 0.88 ○

固定発生源周辺 仙台市 5 中野測定局（高砂中学校） 21 0.47 ○ 0.034 ○ 0.028 ○ 0.83 ○

沿　　道
宮城県 6 名取自動車排出ガス測定局 21 0.84 ○ 0.035 ○ 0.047 ○ 1.4 ○
仙台市 7 五橋測定局（旧市立病院） 21 0.54 ○ 0.028 ○ 0.033 ○ 0.95 ○
仙台市 8 将監測定局（泉消防署） 21 0.62 ○ 0.019 ○ 0.024 ○ 1.3 ○

※１地点当たりの調査回数は12回／年、各地点の測定結果は年平均値を示す。
　環境基準の達成状況については、「○」は達成を、「×」は非達成を示す。　

▼表3-4-1-2　令和元年度大気汚染に係る環境基準達成状況（２）



7070

第3部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

第
　
三
　
部

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
県
の
取
組

安
全
で
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

○　汚染物質の状況� 環境対策課
①　二酸化硫黄
　二酸化硫黄は、石炭や重油などの燃料の燃焼に
より排出されます。
　令和元年度は、県内13局（一般局12局、自排
局1局）で測定しました。このうち一般局1局は
測定日数が短く長期的評価の対象とはなりません
でしたが、その他の一般局11局及び自排局１局
で環境基準を達成しました。

②　一酸化炭素
　一酸化炭素は、主に自動車排出ガスが発生源と
なっています。
　令和元年度は、県内4局（一般局1局、自排局
3局）で測定し、全局で環境基準を達成しました。

③　浮遊粒子状物質（SPM）
　浮遊粒子状物質は、粒径が10μm以下の大気
中に浮遊する粒子状物質で、工場からのばいじん
や自動車からの黒煙などが主な原因です。
　令和元年度は、県内36局（一般局27局、自排
局9局）で測定しました。このうち一般局1局は
測定日数が短く長期的評価の対象となりませんで
したが、その他の一般局26局及び自排局9局で環
境基準を達成しました。

④　光化学オキシダント
　光化学オキシダントは、窒素酸化物や炭化水素
等の原因物質が光化学反応を起こして生成するも
のであり、オゾンを主成分とする汚染物質の集合
体です。
　令和元年度は、県内27局の全局で、環境基準
を未達成でした。県では、「宮城県大気汚染緊急
時対策要綱」に基づき、関係市町村や関係機関と
の連絡体制を整備し、硫黄酸化物、二酸化窒素及
び光化学オキシダントの3物質について緊急時に
は警報や注意報を発令し速やかな広報等を行うこ
ととしています。
　また、光化学オキシダントの発生が予想される
4月15日から9月30日までの間は、表3-4-1-3の8
地域において予報体制をとりました。
　なお、光化学オキシダントの緊急時の発令につ
いては、平成12年度以降は行われていません。

（年度）

（ppm）

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

二
酸
化
硫
黄
の
年
間
平
均
値

0

0.0005

0.001

0.0015

0.002

0.0025

国設箟岳局（バックグラウンド）
自動車ガス排出測定局
一般環境大気測定局

▲図 3-4-1-2　二酸化硫黄の年間平均値の推移

（ppm）

（年度）
H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

一
酸
化
炭
素
の
年
間
平
均
値

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

国設箟岳局（バックグラウンド）
自動車ガス排出測定局

▲図 3-4-1-3　一酸化炭素の年間平均値の推移

（mg/m³）

（年度）
H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

浮
遊
粒
子
状
物
質
の
年
間
平
均
値 0

0.01

0.02

0.03

国設箟岳局（バックグラウンド）
自動車ガス排出測定局
一般環境大気測定局

▲図 3-4-1-4　浮遊粒子状物質の年間平均値の推移

（年度）

（ppm）

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト
の
年
間
平
均
値

0

0.005

0.01

0.015

0.02

0.025

0.03

0.035

0.04

0.045

国設箟岳局（バックグラウンド）
一般環境大気測定局

▲図 3-4-1-5　光化学オキシダントの年間値の推移

発令地域 対　　象　　市　　町　　村
気 仙 沼 気仙沼市（旧唐桑町の区域を除く）の区域
登　　米 登米市（旧東和町の区域を除く）の区域
栗　　原 栗原市のうち築館、若柳、高清水、一迫、瀬峰、志波姫の区域

大　　崎 大崎市のうち鳴子温泉を除く区域、涌谷町、美里町及び加美
町のうち旧中新田町の区域

石　　巻 石巻市の区域のうち旧雄勝町、旧北上町、万石橋以東の半島
部及び島しょを除く区域並びに東松島市の区域

仙　　塩 仙台市、塩竈市、多賀城市、富谷市、七ヶ浜町、利府町、松島
町、大郷町、大和町及び大衡村の区域

岩　　沼 名取市、岩沼市、亘理町及び山元町の区域

仙　　南 白石市、角田市、蔵王町、大河原町、村田町、柴田町及び丸森
町の区域

▼表3-4-1-3　�光化学オキシダント予報等発令地域と�
対象市町村
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⑤　非メタン炭化水素
　光化学オキシダントの生成防止のため、その原
因物質の一つとなる非メタン炭化水素の環境上の
指針値が設定されています。
　令和元年度は、県内7局（一般局6局、自排局
1局）で測定しました。そのうち、一般局3局、
自排局1局で指針値を1日以上超過していました。

⑥　二酸化窒素
　二酸化窒素は、工場での重油などの燃料の燃焼
や自動車排出ガス中の一酸化窒素と空気中の酸素
との反応により生成します。
　令和元年度は、県内35局（一般局26局、自排
局9局）で測定しました。
　二酸化窒素は環境基準が一定の幅で示されてい
ます。その上限値及び下限値について、測定日
数が短く評価対象にならなかった一般局1局を除
き、全測定局で環境基準を達成しました。

⑦　微小粒子状物質（PM2.5）
　微小粒子状物質は、大気中に浮遊する粒子状の
物質であって、粒径が2.5μmの粒子を50%の割合
で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大き
い粒子を除去した後に採取される粒子をいいます。
　令和元年度は県内27局（一般局23局、自排局
4局）で測定しました。このうち、一般局2局は
測定日数が短く長期的評価の評価対象となりませ
んでしたが、その他の一般局21局、自排局4局で
環境基準を達成しました。
　PM2.5は非常に小さいため（髪の毛の太さの
1/30程度）、肺の奥深くまで入りやすく、呼吸系
や循環器系への影響が心配されています。
　県ではPM2.5高濃度時における当面の対応を
策定し、適宜見直しを図りながら高濃度に備えた
体制をとっています。
　なお、令和元年度における本県における日平均
値の最高値は五橋局の38.8㎍ /m3であり、注意喚
起を行うような濃度は観測されませんでした。

⑧　有害大気汚染物質
　有害大気汚染物質は、継続的に摂取される場合
には人の健康を損なうおそれのある物質で、大気
汚染の原因となるものです。
　有害大気汚染物質に該当する可能性のある物質
248物質のうち、大気汚染による人への健康リス
クがある程度高いとして環境省が指定等を行った
「優先取組物質」23物質（平成22年10月18日中
央環境審議会答申）の中から、環境省が測定方法
を提示している21物質（ダイオキシン類を除く。）
について測定を行っています。
　令和元年度は、県内8地点（一般環境4地点、
固定発生源周辺1地点、沿道3地点）で測定しま
した。
　その結果、環境基準又は指針値（健康リスクの
低減を図るための指針となる数値）が設定されて
いる物質は、全て基準を下回っていました。
⑨　その他の物質
●アスベスト
　アスベスト（石綿）とは、天然に産出する、き
わめて細い繊維状の鉱物群です。熱などに強い安
定した物質で、以前は建築材料などに多く使われ
ていましたが、吸い込むことで健康被害が生じる
おそれがあるといわれています。
　令和元年度は、県内59地域（産業廃棄物処分
場等周辺地域3地域、商工業地域4地域、住宅地
域31地域、道路沿線地域1地域、内陸山間地域・
離島地域1地域、農業地域1地域、解体現場等周
辺18地域）において大気環境中のアスベスト濃
度測定を実施しました。その結果、全ての地域で
特に高い濃度は見られず、通常の大気環境（1リッ
トルあたり0.1 ～ 10本）と変わらない値でした。
●被災地における大気環境モニタリング
　東日本大震災への対応として、平成23年度か
ら25年度までがれき処理場からの生活環境への
影響を把握するため、大気環境モニタリングを実
施してきました。平成25年度までに二次仮置き
場での震災廃棄物処理が終了したため、平成26
年度以降は被災建築物等の解体が今後も見込まれ

（年度）

（ppm）

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

二
酸
化
窒
素
の
年
間
平
均
値

0

0.005

0.01

0.015

0.02

0.025

0.03

国設箟岳局（バックグラウンド）
自動車ガス排出測定局
一般環境大気測定局

▲図 3-4-1-6　二酸化窒素の年間平均値の推移

（μg/m³）

（年度）22H21 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

微
小
粒
子
状
物
質
の
年
間
平
均
値 0
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16

国設箟岳局（バックグラウンド）
自動車ガス排出測定局
一般環境大気測定局

▲図 3-4-1-7　微小粒子状物質の年間平均値の推移
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基準等区分 物質種類 物質名 測定地点数 年平均値の範囲 
（μg/m3）

基準（指針）値 
（μg/m3）

環境基準設定物質 炭化水素系

ベンゼン 8 0.34 ～ 0.84 3
トリクロロエチレン 8 0.014 ～ 0.140 130
テトラクロロエチレン 8 0.009 ～ 0.090 200
ジクロロメタン 8 0.61 ～ 1.4 150

指針値設定物質

炭化水素系

アクリロニトリル 8 0.0100 ～ 0.400 2
塩化ビニルモノマー 8 0.003 ～ 0.022 10
クロロホルム 8 0.11 ～ 0.27 18
1,2-ジクロロエタン 8 0.09 ～ 0.13 1.6
1,3-ブタジエン 8 0.007 ～ 0.12 2.5

重金属類

水銀及びその化合物 8 0.0014 ～ 0.0016 0.04
ニッケル化合物 8 0.0006 ～ 0.0027 0.025
ヒ素及びその化合物 8 0.0009 ～ 0.0022 0.006
マンガン及びその化合物 8 0.0075 ～ 0.022 0.14

その他の物質

アルデヒド類 アセトアルデヒド 8 1.2 ～ 2.4 ―
ホルムアルデヒド 8 1.6 ～ 3.9 ―

重金属類 ベリリウム及びその化合物 8 0.000009 ～ 0.000016 ―
クロム及びその化合物 8 0.000900 ～ 0.0031 ―

多環芳香族類 ベンゾ[a]ピレン 8 0.000031 ～ 0.00012 ―

その他
酸化エチレン 8 0.043 ～ 0.088 ―
塩化メチル 8 1.1 ～ 1.3 ―
トルエン 8 0.66 ～ 280 ―

▼表3-4-1-4　令和元年度測定対象有害大気汚染物質と測定結果（年平均値）

地域分類 地域数 地点数 測定データ数 最小値（本/Ｌ） 最大値（本/Ｌ） 幾何平均値（本/Ｌ）
一般環境 産業廃棄物処分場等周辺地域 3 6 18 <0.11 <0.11 0.11

一般環境 
(バックグラウンド地域)

商工業地域 4 8 14 <0.10 <0.10 0.10
住宅地域 31 62 78 <0.10 0.10 0.10
道路沿線地域　※1 1 2 2 0.06 0.31 0.19
内陸山間地域，離島地域　※1 1 2 2 0.22 0.65 0.44
農業地域　※1 1 2 2 0.17 0.34 0.26

解体現場等 解体現場等周辺 18 38 41 <0.11 2.50 0.44
※1　この地域においては位相差顕微鏡法により，それ以外については電子顕微鏡法により実施しています。
※2　測定値が検出下限値未満（<0.11本/L等）の場合には、検出下限値を用いて幾何平均値を算出しました。

▼表3-4-1-5　令和元年度アスベスト大気濃度測定結果

調査機関 地点数 検体数 測定項目 測定値 環境基準 
・指針値 単位

宮城県 6 48 アスベスト（無機総繊維数濃度） <0.056 ～ 0.11 - 本/L
※　アスベストを含む無機総繊維数濃度の分析は，位相差顕微鏡法により実施しています。

▼表3-4-1-6　令和元年度被災地の大気環境モニタリングの実施状況

⑩　酸性雨
　酸性雨とは、大気中の硫黄酸化物や窒素酸化物
が取り込まれ、pH（水素イオン濃度指数）が5.6
以下となった酸性の雨をいい、原因物質の排出源
としては、工場や自動車からの排ガスなどがあり
ます。
　令和元年度は、酸性雨の状況とその影響を把握
するため、県内1か所の定点で降雨のpHの調査
を行いました。 
　pHの年平均値は5.03であり、昨年度より低く
なりました。酸性雨については、これまでの調査
で以下のことが分かっています。
・�本県でも酸性雨が全県的かつ定常的に観測され
ていること

・�県内の降雨の酸性度は、全国の平均的なレベル
であること

・�湖沼や土壌への影響は今のところ認められてい
ないこと

（年度）
H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

酸
性
雨
の
年
間
平
均
値

（ph）

4

4.2

4.4

4.6

4.8

5

5.2

5.4

5.6

5.8

6

丸森
涌谷
仙台

大河原

▲図 3-4-1-8　酸性雨の年間平均値の推移（通年調査）

ｐＨ（水素イオン濃度指数）
最　大 最　小 平　均

涌　  谷 5.75 3.98 5.03

※　涌谷：国設箟岳大気環境測定局  

▼表 3-4-1-7　酸性雨調査結果（令和元年度）

る沿岸部6地点にてアスベスト濃度（総繊維数濃
度）の測定を実施しており、令和元年度の測定で

も、通常の大気環境と変わらない値であることを
確認しました。
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⑵　悪臭の現状� 環境対策課

　悪臭の発生源は、本県の特徴としてクラフトパ
ルプ製造工場、石油精製工場等の工業分野のほか、
漁港付近の魚腸骨処理場をはじめとした飼料・有
機質肥料製造工場、農村部に多く立地している畜
舎及び家畜ふん尿を原料とする強制発酵施設があ
げられます。その他サービス業、ごみ集積場、排
水路、個人住宅の浄化槽等、日常生活と切り離せ
ないものを含め多種多様です。令和元年度におけ

る悪臭苦情の発生件数は125件でした。苦情を内
容別にみると、「悪臭防止法」（昭和46年法律第
91号）規制地域内では、食品製造工場に係るも
のが最も多く、次いでサービス業となっています。
このほか、飼料・肥料製造工場、個人住宅等、畜
産農業に係る苦情も後を絶ちません。同法規制地
域外においては、畜産農業に係る苦情が最も多く、
次いで個人住宅等、サービス業となっています。

悪
臭
苦
情
件
数

0

50

100

150

200

250 苦情件数（件）

平成21 22 23 24

205

164

202

173

133
152

186

139
118 126 125

25 26 27 28 29 30 令和1
（年度）

（件）

　▲図 3-4-1-9　宮城県における悪臭苦情件数の推移

不明
18％

個人住宅・
アパート・寮
18％

移動発生源
1％

ごみ集積所
0％

下水・用水
0％

建設作業現場
0％

サービス業
・その他
23％ その他の製造工場

11％

化学工場
1％

食料品製造工場
25％

飼料・肥料製造工場
3％

畜産農業
2％

▲図 3-4-1-10　法規制地域内業種別悪臭苦情割合
（令和元年度）

不明
11％

個人住宅・
アパート・寮
18％

下水・用水
2％

ごみ集積所
0％

建設作業現場
2％

移動発生源
0％

サービス業
・その他
23％

その他の
製造工場
9％ 食料品製造工場

4％
化学工場 0%

飼料・肥料製造工場
2％

畜産農業
36％

▲図 3-4-1-11　法規制地域外業種別悪臭苦情割合
（令和元年度）
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⑴　生活環境の保護に関する項目
○　環境基準の達成状況� 環境対策課

　生活環境項目のうち、有機性汚濁の指標となる
BOD及びCODの環境基準の達成状況について水
域ごとに見ると、河川では59水域全水域で達成
しており、達成率は100%でした。湖沼では12水
域のうち1水域で達成しており達成率は8%、海
域では24水域のうち16水域で達成しており達成
率は67%でした。全窒素・全燐

りん

の環境基準の達
成状況を水域ごとに見ると、湖沼では、全燐

りん

は5
水域のうち2水域で環境基準を達成し、達成率は
40%でした（全窒素は当分の間適用しないことと
しています。）。海域では、全窒素は9水域中8水
域で達成し、達成率は89%でした。全燐

りん

は9水域

のうち7水域で達成し、達成率は78%でした。
　また、水生生物に係る水質環境基準項目の達成
状況は、河川18水域、湖沼9水域の全水域で環境
基準を達成しており、達成率は100%でした。

①　河川
　類型ごとのBODについては、AA類型、A類型、
B類型、C類型の全水域で環境基準を達成しまし
た。

②　湖沼
　類型ごとのCODについては、A類型の４水域
のうち１水域で環境基準を達成しましたが、AA
類型、B類型については全水域で未達成となりま
した。
　また、全燐

りん

については、5水域のうち2水域で
環境基準を達成しました。

2　水環境の現状 

H27 28 29 30 R1 （年度）

環
境
基
準
達
成
率（
％
） 0

20

40

60

80

100
河川 湖沼 海域 全水域

▲図 3-4-1-12　全水域環境基準達成率の推移

類型 
区分

あてはめ 
水 域 数

達　  成 
水 域 数

基準 
点数

達　　成 
基準点数

達　　成　　率  （％）
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

河川 
(BOD)

AA 7 7 14 14 100 100 100 100 100 
Ａ 20 20 20 20 100 95 95 100 100 
Ｂ 16 16 18 18 100 100 100 100 100 
Ｃ 16 16 17 17 100 100 100 100 100 
計 59 59 69 69 100 98 98 100 100 

湖沼 
(COD)

AA 6 0 6 0 0 0 0 0 0 
Ａ 4 1 4 1 25 50 25 25 25 
Ｂ 2 0 2 0 0 0 0 0 0 
計 12 1 12 1 8 17 8 8 8 

海域 
(COD)

Ａ 9 2 29 10 22 33 44 33 22 
Ｂ 9 8 12 11 89 78 89 78 89 
Ｃ 6 6 6 6 100 100 100 100 100 
計 24 16 47 27 67 67 75 67 67 

▼表 3-4-1-8  類型別及び水域別のＢＯＤ（ＣＯＤ）の環境基準達成状況

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

Ｂ
Ｏ
Ｄ

出来川 小牛田橋 Ｃ類型
梅田川 福田橋 Ｃ類型

阿武隈川中流 丸森橋 Ｂ類型
吉田川　善川橋　B類型
鶴田川 下志田橋 Ｃ類型

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

※BOD環境基準（河川）　Ｂ類型：3mg/L　Ｃ類型：5mg/L

　▲図 3-4-1-13　河川における BOD が高い地点の推移
（年間 75% 値）

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

Ｃ
Ｏ
Ｄ

樽水ダム Ａ類型
南川ダム Ａ類型

伊豆沼 Ｂ類型
七北田ダム Ａ類型
長沼 Ｂ類型

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18

※COD環境基準（湖沼）　Ａ類型：3mg/L　Ｂ類型：5mg/L

▲図 3-4-1-14　湖沼における COD が高い地点の推移
（年間 75% 値）
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Ｃ
Ｏ
Ｄ

1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5

七ヶ宿ダム  A類型
栗駒ダム  AA類型

大倉ダム  AA類型
鳴子ダム  AA類型
花山ダム  AA類型

※COD環境基準（湖沼）　AA類型：1mg/L　A類型：3mg/L

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

▲図 3-4-1-15　湖沼における COD が低い地点の推移
（年間 75%値）

全

　燐り
ん

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

七北田ダム  Ⅱ類型
七ケ宿ダム  Ⅱ類型

釡房ダム  Ⅱ類型
南川ダム  Ⅱ類型
大倉ダム  Ⅱ類型

※全燐環境基準（湖沼）Ⅱ類型：0.01mg/L
りん

H27 28 29 30 R1（年度）

濃度（mg/L）

▲図 3-4-1-16　湖沼における全燐
りん

測定結果の推移
（年間平均値）

Ｃ
Ｏ
Ｄ

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

気仙沼湾（丙）  K-3（日向貝）
A類型
鮎川湾（乙）  御番所崎沖
A類型
その他の地先  大谷
A類型

その他海域  広田湾
A類型

その他海域  雄勝地先
A類型

※COD環境基準（海域）
A類型：2mg/L
B類型：3mg/L
C類型：8mg/L

▲図 3-4-1-18　海域における COD が低い地点の推移
（年間 75%値）

全 

窒 

素

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

松島湾（イ） Ⅲ類型

松島湾（ロ） Ⅱ類型

志津川湾全域 Ⅱ類型

女川湾（イ） Ⅲ類型

女川湾（ロ） Ⅱ類型

万石浦全域 Ⅱ類型

広田湾全域 Ⅱ類型

気仙沼湾（イ） Ⅲ類型

気仙沼湾（ロ） Ⅱ類型

※全窒素環境基準（海域）
Ⅱ類型：0.3mg/L
Ⅲ類型：0.6mg/L

▲図 3-4-1-19　海域における全窒素測定結果の推移
（年間平均値）

③　海域
　類型ごとのCODについては、A類型9水域の
うち2水域、B類型９水域のうち8水域、C類型6
水域の全水域で環境基準を達成しました。
　また、全窒素については、Ⅱ類型6水域の全水
域で、Ⅲ類型3水域のうち2水域で環境基準を達
成しました。
　全燐

りん

については、Ⅱ類型は6水域のうち5水域
で、Ⅲ類型3水域のうち2水域で環境基準を達成
しました。

④　海水浴場
　震災の影響で海水浴場の開設は小田の浜、小泉、
サンオーレそではま、白浜、網地白浜、渡波、月浜、
桂島及び菖蒲田の9か所であり、開設する海水浴
場の水質検査を実施しました。なお、震災以降は
放射性物質についても併せて実施しています。

全

　燐り
ん

0.00

0.02

0.04
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0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

松島湾（イ） Ⅲ類型

松島湾（ロ） Ⅱ類型

志津川湾全域 Ⅱ類型

女川湾（イ） Ⅲ類型

女川湾（ロ） Ⅱ類型

万石浦全域 Ⅱ類型

広田湾全域 Ⅱ類型

気仙沼湾（イ） Ⅲ類型

気仙沼湾（ロ） Ⅱ類型

※全燐環境基準（海域）
Ⅱ類型：0.03mg/L
Ⅲ類型：0.05mg/L

りん

▲図 3-4-1-20　海域における全燐
りん

測定結果の推移
 （年間平均値）

Ｃ
Ｏ
Ｄ

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0
石巻（乙-3）  雲雀野海岸沖
H-2  Ｂ類型
石巻（甲-2）  雲雀野海岸沖
H-1  Ｃ類型
石巻（甲-1）  工業港入口
Ｃ類型
その他の海域  磯浜
A類型
石巻（丙）  鳴瀬沖
Ａ類型
仙台港（甲）  内港-4内
C類型

※COD環境基準（海域）
Ａ類型：２mg/L
Ｂ類型：３mg/L
Ｃ類型：８mg/L

▲図 3-4-1-17　海域における COD が高い地点の推移
（年間 75%値）

 海水浴場名  市町村名 調査 
月日

水質測定結果 放射性物質

ふん便性 
大腸菌群数 
(個/100mL)

ＣＯＤ 
(mg/L) 

透明度  
(m)

油膜の 
有　無  判定 調査 

月日
ｾｼｳﾑ134 

＋ 
ｾｼｳﾑ137

小田の浜 気仙沼市 5/14 <2 1.8 >1 無 適（AA) 5/14 不検出
小泉 気仙沼市 5/16 <2 1.9 >1 無 適（AA) 5/16 不検出
サンオーレ
そではま 南三陸町 5/9 20 1.6 >1 無 適（A） 5/9 不検出

白浜 石巻市 5/13 2 2.5 0.5 無 可（B） 5/14 不検出
網地白浜 石巻市 5/8 <2 2.3 >1 無 可（B） 5/8 不検出
渡波 石巻市 5/13 55 2.1 0.9 無 可（B） 5/8 不検出
月浜 東松島市 5/9 <2 2.7 >1 無 可（B） 5/9 不検出
桂島 塩竈市 5/15 <2 3.5 >1 無 可（B） 5/15 不検出
菖蒲田 七ヶ浜町 5/9 3 3.2 >1 無 可（B） 5/9 不検出

▼表3-4-1-9 海水浴場水質測定結果表
　　　　　　  　　　　　 （令和元年度分（開設前調査））
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⑵　人の健康の保護に関する項目
○　環境基準の達成状況� 環境対策課

①　公共用水域
　公共用水域の人の健康の保護に関する項目につ
いては、迫川中流でふっ素及び鉛が、江合川上流
で砒

ひ

素が環境基準を超過しました。
　迫川中流（五輪原橋及び久保橋）でふっ素及び
鉛が基準を超過した要因は、鉱山地帯由来による
ものと考えられます。江合川上流（鳴子ダム流入
部）で砒

ひ

素が基準を超過した要因は、上流部から
の温泉等の地質に由来するものと考えられます。
②　地下水
　地下水では、毎年新たな地点で実施する概況調
査において、34地点中、砒

ひ

素が2地点で、ふっ素
が1地点で環境基準を超過しました。概況調査で
環境基準を超過した地点の周辺井戸等を対象とす
る汚染井戸周辺地区調査では、硝酸性窒素及び亜
硝酸性窒素が2地点で環境基準を超過しました。
　また、過去に環境基準を超過した地点を対象と
する継続監視調査では、34地点中20地点で環境
基準を超過しました。主な超過項目は、テトラク
ロロエチレン等の揮発性有機化合物、砒

ひ

素、硝酸
性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素であり、超過の
要因は、揮発性有機化合物が人為的な汚染による
もの、砒

ひ

素及びふっ素が地質構造由来によるもの、
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が施肥等によるもの
と考えられます。
　なお、環境基準の超過が確認された井戸につい
ては、次年度以降、継続監視調査地点として調査
を継続していきます。

ふ
っ
素

鉛

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）濃度（mg/L）

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

※ふっ素環境基準：0.8mg/L　鉛環境基準：0.01mg/L

鉛
ふっ素

▲図 3-4-1-21　迫川中流（五輪原橋）における
ふっ素及び鉛の測定結果 ( 平均値 ) の推移

ふ
っ
素

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

※ふっ素環境基準：0.8mg/L

▲図 3-4-1-22　迫川中流（久保橋）における
ふっ素の測定結果 ( 平均値 ) の推移

砒

　素

ひ

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

H27 28 29 30 R1 （年度）

濃度（mg/L）

※砒素環境基準：0.01mg/L　 

▲図3-4-1-23　江合川上流（大深沢（鳴子ダム流入部））
における砒

ひ

素の測定結果（平均値）の推移

項　　目 Pb Cr6+ As PCB 1,2- 
DCA

1,1- 
DCE

1,2- 
DCE

1,1,1- 
TCE

1,1,2- 
TCE TCE PCE NO3-N 

NO2-N
F Ｂ C4H8O2 VCM

環境基準(mg/L) 0.01 0.05 0.01 検出され 
ないこと 0.004 0.1 0.04 1 0.006 0.01 0.01 10 0.8 1 0.05 0.002

概況調査

調査市町村数 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
調査地点数 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34
検出(超過)地点数 5(0) 0(0) 2(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 4(0) 31(0) 11(1) 20(0) 0(0) 0(0)
最大値(mg/L) 0.009 0.019 0.0011 9.3 0.89 0.12

継続監視
調査

調査市町村数 6 1 3 3 3 3 3 3 3 5 1 1 2 3
調査地点数 12 1 12 12 12 12 12 12 13 9 1 1 9 13
検出(超過)地点数 12(11) 0(0) 0(0) 0(0) 2(0) 0(0) 0(0) 5(0) 10(4) 9(4) 1(1) 1(0) 0(0) 0(0)
最大値(mg/L) 0.11 0.009 0.006 2.3 27 0.83 0.97

汚染井戸
周辺地区
調査

調査市町村数 1 1
調査地点数 2 4
検出(超過)地点数 0(0) 4(2)
最大値(mg/L) 21

（注）�Pb:鉛、Cr6+:六価クロム、As:砒
ひ

素、1,2-DCA:1,2-ジクロロエタン、1,1-DCE:1,1-ジクロロエチレン、1,2-DCE:1,2-ジクロロエチレン、
　　 1,1,1-TCE:1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-TCE:1,1,2-トリクロロエタン、TCE:トリクロロエチレン、PCE:テトラクロロエチレン、
　　  NO3-N、NO2-N:硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、F:ふっ素、B:ほう素、C4H8O2:1,4-ジオキサン、VCM:クロロエチレン（塩化ビニルモノマー）　

▼表3-4-1-10　地下水質測定計画に基づく測定結果（令和元年度）
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3　土壌環境・地盤環境の現状

⑴　土壌環境の現状
○　農業用地における土壌環境

みやぎ米推進課

　県は、かつて二迫川地域及び新堀・出来川上流
地域において、カドミウムによる土壌汚染が確認
されたため、昭和51年に旧鶯沢町（二迫川地域）
及び旧古川市（新堀・出来川上流地域）について「農
用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和45年
法律第139号）に基づく地域指定を行い、公害防除
特別土地改良事業を実施した結果、旧古川市につ
いては平成3年に指定地域を全部解除しました。
　旧鶯沢町については更にカドミウム吸収抑制剤
（ALC）を散布し、平成23年に指定地域の解除を
行っており、現在、県内の農用地には土壌汚染に
よる指定地域はありません。
○　市街地における土壌環境

環境対策課

　近年、工場跡地の再開発等に伴い、重金属及び
揮発性有機化合物等による土壌汚染が顕在化して
きており、これらの有害物質による土壌汚染は、
放置すれば人の健康に影響を及ぼすことが懸念さ
れることから、土壌汚染の状況の把握に関する措
置及びその汚染による人の健康被害の防止に関す
る措置等を定めた「土壌汚染対策法」（平成14年
法律第53号）が平成15年2月に施行されました。
その後、同法の施行を通して浮かび上がった問題
点等を踏まえ、汚染土壌の適正処理の確保、土壌
汚染の状況の把握のための制度の拡充、土壌汚染
に対する講ずべき措置の内容の明確化を図るため
に、平成21年4月に改正され、平成22年4月より
施行されました。
　さらに、平成21年の改正法の施行から5年経過
したことから、施行状況の検討が行われました。
　その結果、土壌汚染の把握が不十分であること、
汚染の除去等の措置に係るリスク管理が不十分で
あること、リスクに応じた規制の合理化が必要で
あること等の課題が明らかとなり、平成29年5月
に「土壌汚染対策法の一部を改正する法律」（以
下「改正土壌汚染対策法」という。）が公布され、
平成31年4月に完全施行されました。
　改正土壌汚染対策法では、調査が猶予されてい
る土地の形質変更を行う場合（軽易な行為等を除
く。）には、あらかじめ届出をさせ、知事は調査を
行わせるものとしたこと、基準不適合が自然由来
等による土壌は、知事へ届け出ることにより、同
一の地層の自然由来等による基準不適合の土壌が
ある他の区域への移動も可能とすることなどが定
められています。 

　土壌汚染対策法では、汚染の可能性のある土地
について、法令で定める要件に該当する工場の廃
止時等の一定の契機をとらえて調査を行い、基準
に適合しない土地について、健康被害が生ずるお
それがあり、汚染の除去等の措置が必要な場合は
要措置区域に、また、健康被害が生ずるおそれが
ない場合は、土地の形質の変更時に制限がかかる
形質変更時要届出区域に指定・公示することを定
めています。要措置区域では汚染の除去等の措置
等を講ずることを求めており改正土壌汚染対策法
では、措置内容に関する計画の提出が義務付けら
れました。
　県内（仙台市を除く。）では、令和2年3月末現
在、要措置区域に1か所、形質変更時要届出区域
に16か所指定されています。

⑵　地盤環境の現状� 環境対策課

　県は、地表面の変動を観測するための水準測量
調査を行うとともに、地層ごとの地盤収縮量や地
下水位の動向を観測するための観測井を設置し、
地盤沈下の状況を把握してきました。
　現在は、仙台平野地域、古川地域及び気仙沼地
域において、水準測量調査等により、地盤沈下の
状況を確認しています。
　また、仙台平野地域及び白石地域において、地
下水位の動向を観測しています。
　

▲図 3-4-1-24　地盤沈下観測井位置図
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○　水準測量調査結果� 環境対策課

　県及び関係市町は、仙台平野地域、古川地域、
気仙沼地域で水準測量を実施しています。主要な
水準点の変動量をみると、昭和50年代後半まで
は最大で年間10mm程度沈下していましたが、昭
和60年代以降は徐々に沈静化の傾向にあります。
平成23年度は東日本大震災の影響で全体的に大
きな沈下が観測されました。平成27年度以降に
実施した水準測量では、一部隆起する現象が見ら
れており、これは大規模な地震後に観測される余
効変動と呼ばれる地殻変動の影響を受けていると
考えられます。
①　仙台平野地域
　仙台平野地域では、仙台市、塩竈市、多賀城市、
名取市、岩沼市及び利府町で3年毎に水準測量調
査を実施しています。平成27年度から平成30年
度までの3年間で、仙台平野全域の平均沈下量は、
-10.6mmでした。
　なお、東日本大震災により不動点が移動したこ

とから、平成22年度から平成24年度までの沈下
量は参考値になります。
②　古川地域
　古川地域では、大崎市内24地点で水準測量
調査を実施しています。令和元年度は、0.0 ～
26mmの沈下となりました。
③　気仙沼地域
　気仙沼地域では、気仙沼市内14地点で水準測
量調査を実施しています。
　令和元年度は0.0～5.8mmの沈下となりました。

地域 実施機関
測量距離
水準点数
測量精度

基準日 仮不動点

仙台平野
宮城県，仙台市，
塩竈市，名取市，
多賀城市，岩沼市，
利府町

337.9 km
324点
1級水準測量

H30.9.1 仙台市青葉区本町三丁目８－１ 宮城県公共水準点ＭＩ００

古川 大崎市
22.85 km
24点
1級水準測量

R1.11.1 大崎市古川北町 大崎市古川水準点Ｂ

気仙沼 気仙沼市
17.140 km
14点
1級水準測量

R1.11.1 気仙沼市八日町一丁目 気仙沼市水準点０

▼表3-4-1-11　水準測量調査概要
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利府町菅谷

▲図3-4-1-25　仙台平野主要水準点変動量の経年変化
※多賀城市南宮は平成25年に亡失、平成27年仮点のため、変動量は参考値となります。
　また、平成30年は欠測しています。
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大崎市古川若葉町

大崎市古川旭

大崎市古川北町一丁目

大崎市古川中島町

大崎市古川中島町

大崎市古川栄町

▲図3-4-1-26　古川地域主要水準点変動量の経年変化
※大崎市古川旭造成地のため、地盤が緩い可能性があります。
※平成29年は欠測しています。
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▲図 3-4-1-27　気仙沼地域主要水準点変動量の経年変化
※1　錦町一丁目の水準点は亡失したため、平成25年度以降欠測しています。
※2　浜町一丁目、弁天町二丁目の水準点は亡失したため、平成26年度以降欠測しています。
※3　赤岩杉ノ沢の水準点は亡失したため、令和元年度以降欠測しています。
※4　魚市場前、田中前四丁目は平成7年度から観測しています。
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第三紀層下部

第三紀層上部

洪積層

沖積層

▲図 3-4-1-28　苦竹地盤沈下観測井における地層収縮量の経年変化
※平成23年度は、東日本大震災により機器が故障したため欠測しています。

○　地層ごとの地盤収縮量の観測結果
� 環境対策課

　県は、仙台市宮城野区苦竹の観測井において地
盤収縮量の監視測定を行っています。

　観測の結果によると、当該地区の沈下は最も地
表に近い沖積層の収縮による影響が大きいと考え
られます。
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○　仙台平野地域の地下水位の変動状況
� 環境対策課

　県は、仙台平野地域の9箇所において水位計に
よる地下水位の変動状況を監視しております。苦
竹地区（仙6～ 9）において東日本大震災の影響
で水位の低下が見られたものの、徐々に震災前の
水位に戻りつつあります。その他の観測井では、
経月水位は変動を示しているものの、経年的な変

動はほぼ横ばいの傾向にあります。
　仙台平野のような沖積平野の季節的な変化とし
ては、夏季に水位が高く、冬季に低くなる傾向を
示します。特に、名取市上余田に設置している名
1観測井では、冬季に地下水位の低下が顕著です。
これは、地場産業であるせり栽培のために地下水
を大量に揚水することによるものと考えられま
す。
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▲図3-4-1-29　仙台市苦竹地区の地下水位変化図
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▲図3-4-1-30　仙台平野における地下水位変化図
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4　騒音・振動の現状

環境対策課

　騒音は、各種公害の中でも日常生活に関係の深
い問題であり、その発生源としては、工場・事業
場、建設作業、自動車、鉄道、航空機及び日常生
活など多様です。
　騒音には、一般環境騒音、自動車交通騒音、航
空機騒音及び新幹線鉄道騒音があり、地域の土地
利用状況や時間帯等に応じて個別に類型分けされ
た「環境基準」が定められています。また、工場・
事業場騒音については騒音規制法及び公害防止条
例により、特定建設作業騒音については騒音規制
法により「規制基準」が定められ、生活環境の保
全が図られています。
　さらに、道路交通騒音は、騒音規制法により「要
請限度」が定められています。
　令和元年度の騒音に係る苦情件数は、159件
で、その内訳は、建設作業騒音が最も多く53件

（33.3%）、次いで工場･事業場騒音が39件（24.5%）
でした。
　振動は、騒音と並んで日常生活に関係の深い問
題であり、その主な発生源は工場・事業場、建設
作業、鉄道及び道路です。
　工場・事業場振動については、「振動規制法」（昭
和51年法律第64号）及び公害防止条例により、
特定建設作業振動については、振動規制法により

「規制基準」が定められ、生活環境の保全が図ら
れています。
　さらに、道路交通振動については、振動規制法
により「要請限度」が定められています。
　 令 和 元 年 度 の 振 動 に 係 る 苦 情 件 数 は25件
で、その内訳は、建設作業振動が最も多く19件

（76.0%）、次いで工場・事業場振動が2件（8.0%）
でした。

⑴　一般環境騒音 
　静かな音環境を保全するため、環境基本法に基
づき「騒音に係る環境基準」が定められており、
知事及び市長が地域の土地利用の状況や時間帯等
に応じ、地域類型の当てはめを行っています。 
　県内一部市町村においては、一般地域における
環境基準の達成状況を確認するため、測定を行っ
ています。

⑵　自動車騒音
　自動車騒音については、環境基本法に基づく「騒
音に係る環境基準」のほか、騒音規制法に基づく

「要請限度」が定められています。指定地域内に
おいて自動車騒音が要請限度を超え、沿道周辺の
生活環境が著しく損なわれている場合には、市町
村長は県公安委員会又は道路管理者等に対して要
請又は意見陳述をすることができるとされていま
す。

0 50 100 150 200 250 300
（件）その他営業建設作業工場・事業場家庭生活

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度 9

10

17

25

28 64 83 20 94

45 84 16 60

38 63 10 44

30 84 17 42

39 53 8 50

▲図 3-4-1-31　騒音に係る苦情件数の推移
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▲図 3-4-1-33　振動に係る苦情件数の推移
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▲図3-4-1-32　発生源別騒音苦情件数の内訳（令和元年度）
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▲図3-4-1-34　発生源別振動苦情件数の内訳（令和元年度）
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　自動車騒音の評価については、平成11年度の
「騒音に係る環境基準」の改正を受け、道路沿道
の住居等一戸一戸について評価する面的評価の手
法が導入されました。騒音規制法の改正により、
自動車騒音の常時監視は、平成24年度から県及
び各市の責務とされています。
　令和元年度は、784評価区間1,108.7kmで面的
評価を実施しました。
　評価区間内の対象戸数143,766戸のうち、昼間
夜間ともに環境基準を達成した戸数は136,939戸
（95.3%）、区間内の全世帯が環境基準を達成して
いた区間は493区間（62.9%）でした。
　時間帯別の達成率は、昼間が96.7%、夜間が
95.9%であり、昨年度より昼間が0.1ポイント減
少、夜間は0.4ポイント増加しました。 

⑶　航空機騒音
　航空機騒音については、「航空機騒音に係る環
境基準」が定められており、知事は地域類型の当
てはめを空港・飛行場周辺について行うこととさ

れています。航空機騒音に係る環境基準の基準値
はLden（時間帯補正等価騒音レベル）を評価指
標として「Ⅰ類型（専ら住居の用に供される地域）」
については57デシベル以下、「Ⅱ類型（Ⅰ類型以
外の地域であって通常の生活を保全する必要があ
る地域）」については62デシベル以下にすること
が望ましいとされています。
　県は、国土交通省所管の仙台空港、防衛省所管
の陸上自衛隊霞目飛行場及び航空自衛隊松島飛行
場の3飛行場について環境基準の地域類型を指定
しています。
　令和元年度は、関係市の協力のもと、仙台空港
25地点、航空自衛隊松島飛行場27地点及び陸上
自衛隊霞目飛行場6地点で航空機騒音測定を実施
しました。仙台空港及び陸上自衛隊霞目飛行場に
ついては、環境基準地域類型内の全地点で環境基
準を達成しました。航空自衛隊松島飛行場につい
ては、Ⅱ類型7地点中6地点で環境基準を達成し
ており、環境基準の達成率は85.7%でした。

＜環境基準による評価結果＞日評価				    　 ＜時間帯別評価結果＞

項目 総数 昼間・夜間とも
環境基準達成 昼間又は夜間で

環境基準超過

時間帯 項目 総数 環境基準達成 環境基準超過

うち、いずれかの
時間帯で超過

うち、昼間・夜間
ともに超過 昼間

戸数 143,766 138,980 4,786

割合 100.0% 96.7% 3.3%

戸数 143,766 136,939 6,827 2,943 3,884
夜間

戸数 143,766 137,841 5,925

割合 100.0% 95.3% 4.7% 2.0% 2.7% 割合 100.0% 95.9% 4.1%

▼表3-4-1-12　自動車交通騒音面的評価結果総括表（令和元年度）

（仙台空港）

調査地域 測定 
地点数

航空機騒音に係る環境基準の
地域類型別測定地点数 達成地点数 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に

関する法律に基づく区域※の区分別測定地点数
公共用飛行場周辺における航
空機騒音による障害の防止等
に関する法律に基づく第１種
区域外でLden62デシベルを

超える地点数Ⅱ類型 無指定 Ⅱ類型 無指定 第１種区域 第２種区域 第３種区域 無指定

名取市内 14 1 13 1 13 1 0 0 13 0 

岩沼市内 11 0 11 0 11 0 0 0 11 0 

合計 25 1 24 1 24 1 0 0 24 0

（航空自衛隊松島飛行場）

調査地域 測定 
地点数

航空機騒音に係る環境基準の
地域類型別測定地点数 達成地点数 防衛施設周辺の生活環境の整備等関する法律に基づく区域の

区分別測定地点数
防衛施設周辺の生活環境の整
備等関する法律に基づく第１
種区域外でLden62デシベル

を越える地点数Ⅱ類型 無指定 Ⅱ類型 無指定 第１種区域 第２種区域 第３種区域 無指定

石巻市内 7 2 5 2 5 2 0 0 5 0
塩竈市内 1 0 1 0 1 0 0 0 1 0
東松島市内 19 5 14 4 14 10 0 0 9 0
合計 27 7 20 6 20 12 0 0 15 0

（陸上自衛隊霞目飛行場）

調査地域 測定 
地点数

航空機騒音に係る環境基準の
地域類型別測定地点数 達成地点数

Ⅰ類型 Ⅱ類型 Ⅰ類型 Ⅱ類型

仙台市内 6 2 4 2 4

合計 6 2 4 2 4

▼表3-4-1-13　航空機騒音に係る環境基準達成状況（令和元年度）
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⑷　新幹線鉄道騒音等 
　新幹線鉄道騒音については、「新幹線鉄道騒音
に係る環境基準」が定められており、知事は地域
類型の当てはめを新幹線鉄道沿線について行うこ
ととされています。
　新幹線鉄道騒音に係る環境基準の基準値は、Ⅰ
類型70デシベル以下、Ⅱ類型75デシベル以下に
することが望ましいとされています。
　新幹線鉄道に係る騒音・振動の測定は、沿線の
土地利用状況、軌道構造及び防音壁の種類等を考
慮して、地域を代表すると認められる場所を選定
しています。
　令和元年度は、騒音は34地点、振動は19地点
で測定を実施しました。 

　その結果、新幹線鉄道騒音の環境基準達成率
は27%でした。達成地点の内訳は、Ⅰ類型5地点
（16.7%）、Ⅱ類型4地点（100%）でした。
　新幹線鉄道騒音については、測定点における環
境基準達成率が近年30%前後で推移し、依然と
して改善が認められないことから、新型車両導入
や高速化の影響も含めて、引き続き実態把握に努
め、鉄道事業者に対し騒音防止対策の推進及び低
周波音発生の未然防止等を要請していく必要があ
ります。
　一方、新幹線鉄道振動については、全ての地点
で暫定指針値70デシベル以下を達成しました。

項目

年度

環境基準に基づく騒音測定結果
達成率

暫定指針に基づく振動 
測定結果 達成率

Ⅰ類型 Ⅱ類型
測定地点数 達成地点数 測定地点数 達成地点数 測定地点数 達成地点数

平成27年 32 7 4 4 31% 19 19 100%
平成28年 32 5 4 4 25% 19 19 100%
平成29年 32 6 4 3 25% 19 19 100%
平成30年 32 6 4 4 28% 19 19 100%
令和元年 30 5 4 4 27% 19 19 100%

▼表3-4-1-14　東北新幹線鉄道に係る環境基準達成状況の推移
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5　有害物質による環境汚染の現状

⑴　環境中ダイオキシン類の常時監視
環境対策課

　「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成11年
法律第105号）に基づき、環境中の大気、公共用
水域（水質、底質）、地下水質、土壌の汚染状況
を把握するためのモニタリング調査を実施してい
ます。
　令和元年度は、大気17地点、公共用水域（水
質37地点、底質33地点）、地下水質8地点及び土
壌8地点で実施しました。
　その結果、大気、底質、土壌及び地下水質は、
すべての地点で環境基準を達成していましたが、
水質については河川2地点で環境基準を超過して
いました。

　なお、河川2地点における環境基準超過の原因
については、過去に長期間使用されていた水田除
草剤などの農薬に、不純物として含まれていた
ダイオキシン類が、これらの河川及び湖沼の底の
泥に蓄積しており、それが徐々に流出することに
より水質に影響を及ぼしているものと考えられま
す。

⑵　PRTR制度による届出状況 
環境対策課

　化学物質による環境リスクの管理を図るため、
県内における化学物質の動向等の把握を行ってい
ます。
　PRTR（Pollutant Release and Transfer 
Register）制度は、人の健康や生態系に有害な影
響を及ぼすおそれがある特定の化学物質が、どの
ような発生源から、どれくらい環境中に排出され
たか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運
び出されたか、というデータを把握・集計し、公
表する仕組みです。
　このPRTR制度の導入を柱の一つとした「特定
化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律」（平成11年法律第86号。
以下「化管法」という。）の施行により、届出対
象要件に当てはまる事業者は、化学物質の排出量
や移動量を平成13年4月から把握を始め、平成
14年度以降、前年度分の排出量及び移動量の届
出が義務付けられています。
　なお、化管法施行令の一部改正により、平成
22年度把握分から届出対象業種に医療業が追加
されて23業種から24業種（製造業を詳細に区分
すると46業種）に、また、対象となる第一種指
定化学物質が354物質から462物質に見直されて
います。
○　届出事業者数と物質
　本県では、37業種735事業所（仙台市を含む。）
から平成30年度排出量等の状況についての届出
がありました。
　届出事業所の業種別では、燃料小売業が412事
業所（約56%）で最も多く、次いで製造業の186
事業所（約25%）と続いています。
　また、届出のあった化学物質は、第一種指定化
学物質462物質のうち133物質となっています。
○　排出量及び移動量の概要
　事業所から届出のあった平成30年度の環境へ
の排出量の合計は約1,221tで、前年度より約266t
減少しました。環境への排出量の内訳別では、大
気への排出が約931t、公共用水域への排出が約

調査媒体 地点数 検体数 環境基準 
超過地点数

調査結果
環境基準値

平均値 最小値 最大値

大気 17 56 0 0.0059 0.0031 0.013 0.6 pg-TEQ/㎥

公共用水域 
(水質)

河川 28 28 2 0.30 0.062 2.9 

1 pg-TEQ/L
湖沼 5 5 0 0.195 0.680 0.65 

海域 4 4 0 0.070 0.068 0.072 

全　体 37 37 2 0.26 0.062 2.9 

公共用水域 
(底質)

河川 24 24 0 1.9 0.10 22 

150 pg-TEQ/g
湖沼 5 5 0 5.89 0.11 24 

海域 4 4 0 1.87 0.26 6.3 

全　体 33 33 0 2.47 24 0.1 

地下水質 8 8 0 0.077 0.033 0.160 1 pg-TEQ/L

土壌 8 8 0 0.7 0.020 3.2 1,000 pg-TEQ/g

※この調査結果は、国土交通省、宮城県及び仙台市が県内で実施した結果の集計です。

▼表3-4-1-15　環境中のダイオキシン類モニタリング
　　　　　　　　調査結果（令和元年度）

▲図 3-4-1-35　令和元年度公共用水域ダイオキシン類
調査地点（水質・底質）
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業　　種　　名 届出数 業　　種　　名 届出数 業　　種　　名 届出数
1 金属鉱業 0 なめし革・同製品・毛皮製造業 (1) 8 鉄道業 1
2 原油・天然ガス鉱業 0 窯業・土石製品製造業 (5) 9 倉庫業 2
3 製造業 186 鉄鋼業 (4) 10 石油卸売業 26
食料品製造業 (15) 非鉄金属製造業 (4) 11 鉄スクラップ卸売業 0
飲料・たばこ・飼料製造業（以下を除く。） (1) 金属製品製造業 (19) 12 自動車卸売業 0
   酒類製造業 (2) 一般機械器具製造業 (10) 13 燃料小売業 412
   たばこ製造業 (0) 電気機械器具製造業（以下を除く。） (29) 14 洗濯業 1
繊維工業 (0)    電子応用装置製造業 (0) 15 写真業 0
衣服・その他の繊維製品製造業 (0)    電気計測器製造業 (0) 16 自動車整備業 6
木材・木製品製造業（家具を除く。） (7) 輸送用機械器具製造業（以下を除く。） (13) 17 機械修理業 0
家具・装備品製造業 (1)    鉄道車両・同部分品製造業 (0) 18 商品検査業 1
パルプ・紙・紙加工品製造業 (8) 　船舶製造・修理業、舶用機関製造業 (2) 19 計量証明業 0
出版・印刷・同関連産業 (7) 精密機械器具製造業（以下を除く。） (4) 20 一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。） 41
化学工業（以下を除く。） (15)    医療用機械器具・医療用品製造業 (0)

21
産業廃棄物処分業 11

   塩製造業 (0) 武器製造業 (0) 特別管理産業廃棄物処分業 0
   医薬品製造業 (2) その他の製造業 (0) 22 医療業 0
   農薬製造業 (2) 4 電気業 2 23 高等教育機関 6
石油製品・石炭製品製造業 (16) 5 ガス業 0 24 自然科学研究所 3
プラスチック製品製造業 (13) 6 熱供給業 1 合計 735
ゴム製品製造業 (6) 7 下水道業 36 注：（　）内の数値は製造業の内訳。

▼表3-4-1-16　県内の業種別PRTR届出状況（平成30年度実績把握分）
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単位（トン/年）
0 50 100 150 200 2500 100 200 300 400 500

単位（トン/年）

トルエン

塩化メチレン

鉛化合物

その他

ノルマル-ヘキサン

マンガン及び
その化合物

384 186

218 179

129 163

116 41

73 29

300 216

①届出排出量合計（1,221トン/年）

鉛化合物

その他

トルエン

マンガン及び
その化合物

亜鉛の水溶性
化合物

銅水溶性塩
（錯塩を除く。）

②届出移動量合計（814トン/年）

単位（トン/年）
0 50 100 150 200 250

▲図 3-4-1-36　県内における PRTR 届出対象物質別排出量・移動量（平成 30 年度排出・移動）
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▲図 3-4-1-37　県内における PRTR 届出による排出量・移動量の割合

104t、事業所敷地内埋立が約186tとなっています。
　一方、移動量の合計は約814tで、前年度より
約62t減少しました。その内訳は、下水道への移
動が約4.9t、廃棄物としての移動が約809tとなっ
ています。

　届出による排出量及び移動量の合計は約�
2,036tで、昨年度と比較して約327t減少していま
す。
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○　届出排出量と届出外排出量
　PRTR制度では、化管法で定められた要件（対
象業種・従業員数・対象化学物質の取扱量）に合
致する事業者に届出を義務付けていますが、それ
以外の事業者の事業活動や自動車の使用、私たち
の日常生活も、環境中への化学物質の排出源と

なっています。
　そこで、国は、これらの対象事業者以外の排出
源からの対象化学物質の排出量を推定し、届出に
よる排出量の情報と合わせて公表しています。
　その結果をみると、県内での届出外排出量は約
179t減少しています。 
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▲図 3-4-1-38　県内における PRTR 届出排出量・
　　　　　　　　 移動量の推移（平成 26 ～ 30 年度）

▲図 3-4-1-39　県内における排出量の推移
　　　　　（平成 26 ～ 30 年度）

6　環境中の放射線・放射能の現状

原子力安全対策課

　福島第一原子力発電所事故により環境中に放出
された放射性物質は、本県を含む周辺各県に影響
を及ぼしました。県内の空間放射線量率について
は、物理的減衰、ウェザリング効果及び除染によ
る効果等により低減し、生活環境において、年間
放射線量1mSvに該当する、毎時0.23μSvを超過
する地点がないことが確認されています。一方、
放射線・放射能に対する不安や風評被害は未だに
続いていることから、県では、生活環境及び農林
水産物等の放射線・放射能の測定を総合的・計画
的に実施し、情報発信することで、不安払拭に努
めています。

○　モニタリングポスト等による放射線定点測定
　県は原子力発電所事故直後の平成23年3月14
日から、県南市町を中心に空間放射線量率の定点
測定を毎日実施するとともに、県内各市町村に簡
易型放射線測定器を配備し、平成23年7月11日
からは、市町村役場等による定点測定が実施され
ています。また、国及び市町村と協力し、空間放
射線量率の連続測定を可能とするモニタリングポ
ストを県内40か所（市町村で独自に設置した18
か所を除く）に設置し、県内各地での空間放射線
量率の監視体制を整備しました。県内各モニタリ
ングポストの測定値は、令和2年3月31日正午現
在で、0.023から0.09μSv/hの範囲でした。測定
結果はポータルサイト「みやぎ原子力情報ステー　
ション」で公開しています。

▲図 3-4-1-40　航空機モニタリングによる県内の空間　　
　　　　　　　　放射線量率
　左：平成 23 年 7月 2日時点
　右：令和元年 11 月 2日時点
　　　（原子力規制委員会ホームページ画像をトリミング）



8787

第4章　安全で良好な生活環境の確保

第
　
三
　
部

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
県
の
取
組

安
全
で
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

宮城県設置（10か所）

国設置（30か所）

仙台市設置（7か所）

丸森町設置（11か所）
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▲図 3-4-1-41　モニタリングポスト配置図
　　　　　　　　（女川原子力発電所監視用を除く。）
写真（左上）：�県石巻合同庁舎に設置したモニタリング

ポスト

○　学校の校庭等における測定
　子どもの生活環境の安全を確認するため、市町
村の協力により、幼稚園・保育所・学校等の園庭・
校庭等1,431地点における空間放射線量率を測定
しました。令和元年度は、測定された空間放射線
量率の最大値が0.13μSv/hであり、平成25年度
から7年連続、0.23μSv/hを超えた施設はなく、
空間放射線量率の低減が確認されました。
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▲図 3-4-1-42　�学校の校庭等における空間放射線量率
の推移




